
様式第１号（第４条関係）
埼玉県権利擁護人材育成事業補助金交付申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　　　　　号　

　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
埼玉県知事　
住所
名称
代表者氏名
　下記により埼玉県権利擁護人材育成事業補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続等に関する規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。
記

１　交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　算出書　　　　　別紙１のとおり

３　事業計画書　　　　　別紙２のとおり
４　歳入歳出予算（見込）書抄本

　　又は収入支出予算（見込）書抄本

５　添付書類
　　市町村計画（写）（市町村のみ）
様式第２号（第５条関係）
埼玉県権利擁護人材育成事業交付決定通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 第　　　　　号　
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　様
埼玉県知事
　　  　　年　　月　　日付け　　　　　　号で申請の埼玉県権利擁護人材育成事業補助金については、補助金等の交付手続等に関する規則第５条第１項の規定により下記のとおり交付します。
記
１　交付金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
２　支払方法　　　
３　条　　件
（１）補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けなければならない。
（２）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が第８条第１項第５号に規定する機械、器具及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和４０年大蔵省令第１５条)で定めている耐用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、この県補助対象事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。
（３)補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けなければならない。

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
様式第３号（第６条関係）
埼玉県権利擁護人材育成事業補助金変更（中止・廃止）承認申請書
　　　　年　　月　　日
埼玉県知事　
住所
名称
代表者氏名
　　　　年　　月　　日付け　　　　　　号で交付決定を受けた埼玉県権利擁護人材育成事業補助金について、下記のとおり変更（中止・廃止）の承認を受けたいので、関係書類を添えて申請します。
記

１　変更（中止・廃止）理由
２　変更内容
　　別紙のとおり

　　注１　様式第１号の別紙２を使用し、変更後の金額を（　　）書きで記載すること。

　  注２  変更になる部分のその他参考となる書類を添付すること。

　　注３　中止・廃止の場合には、記入を要しないこと。
　　
様式第４号（第６条関係）
埼玉県権利擁護人材育成事業変更承認通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　　　号　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　
　　　　　　　　　　　　様
埼玉県知事
　　　　年　　月　　日付け　　　　　　号で申請のあった補助金の変更（中止・廃止）については、下記のとおり承認します。
記

１　変更（中止・廃止）事項
２　条　　件
（１）補助事業の内容を変更（知事が定める軽微な変更を除く。）をする場合においては、知事の承認を受けなければならない。
（２）補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産及びその従物並びに補助対象事業により取得し、又は効用の増加した価格が第８条第１項第５号に規定する機械、器具及びその他財産については、減価償却資産の耐用年数等に関する省令(昭和４０年大蔵省令第１５条)で定めている耐用年数を経過するまで、知事の承認を受けないで、この県補助対象事業の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、又は廃棄してはならない。
（３）補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、知事の承認を受けなければならない。

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。
様式第５号（第１０条関係）
埼玉県権利擁護人材育成事業補助金実績報告書
　　　　年　　月　　日
埼玉県知事　
住所
名称
代表者氏名
　　　年　　月　　日付け　　第　　　号で補助金の交付決定の通知を受けた埼玉県権利擁護人材育成事業補助金に係る補助事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関する規則第１３条の規定により、関係書類を添え、下記のとおり報告します。
記
１　補助金の交付決定額

２　精算書　　　　　別紙１のとおり

３　事業実績報告書　　　　　別紙２のとおり

４　歳入歳出決算（見込）書抄本

　　又は収入支出予算（見込）書抄本
様式第６号（第１１条関係）
第　　　　　　　号　
　　　　年　　月　　日　
埼玉県権利擁護人材育成事業補助金確定通知書
　　　　　　　　　　　　様
埼玉県知事
　　　　年　　月　　日付け　　　　　　号で補助金の交付決定の通知をした埼玉県権利擁護人材育成事業補助金については、　　　年　　月　　日付け第　　　　号で提出のあった実績報告書に基づき、下記のとおりその額を確定したので、補助金等の交付手続等に関する規則第１４条の規定により通知します。
記

１　補助金交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金交付確定額　　　　　　　　　　　　　円
３　補助金超過額　　　　　　　　　　　　円（※）
　　
　　※超過交付となった補助金　　　円については、補助金等の交付手続等に関する規則第
　　１７条第２項に基づき、平成　　年　　月　　日までに返還してください。

